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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第87期

第１四半期連結
累計期間

第88期
第１四半期連結
累計期間

第87期

会計期間
自平成24年１月１日
至平成24年３月31日

自平成25年１月１日
至平成25年３月31日

自平成24年１月１日
至平成24年12月31日

売上高（千円） 16,438,987 10,554,837 33,805,391

経常利益（千円） 3,186,454 1,951,185 5,881,130

四半期（当期）純利益（千円） 1,875,114 1,245,156 3,436,233

四半期包括利益又は包括利益（千円） 2,379,127 3,585,319 6,826,313

純資産額（千円） 20,083,103 27,458,436 24,527,071

総資産額（千円） 35,846,656 42,373,084 37,458,551

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
71.69 47.62 131.38

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 56.03 64.80 65.48

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

　

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　　

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１） 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、長引くデフレのなか、新たな経済・金融政策への期待感から円安や

株高が進行し、輸出企業を中心に業績の改善が見込まれ、また個人消費も回復傾向にあります。 

このような経営環境下、平成23年度より中期経営計画「帝国繊維(テイセン)２０１３」をスタートさせた当社グループ

は、「社会にかけがえのない企業をめざして」

　　・総合防災事業の深化・充実・拡大　　　 （当社のMission）

　　・“リネンの帝国繊維”を市場に確立する　（当社のHeritage）

という二つの目標に向けて、様々なテーマに取り組んでまいりました。

当第１四半期連結累計期間におけるセグメント別の概況は以下のとおりであります。
　
　＜防災＞ 

官公庁・地方自治体の年度末を控え、昨年度受注した官公庁向け防災資機材や重機搬送車をはじめとする防災特殊車

輌、民間企業向けの防災資機材が売上を伸ばしましたが、前年同期に大きく売上を伸ばした補正予算関連の官公庁向け救

助用資機材やCBRNE（化学剤・生物剤・放射能物質・核・爆発物）関連資機材などの売上が減少したことから、売上高は

79億７百万円（前年同期比31.0％減）となりました。
　
＜繊維＞

リネンを中心とした原糸販売は若干の伸びを示しましたが、前年同期の売上に貢献した補正予算関連の官公庁向け繊維

資材などが大きく減少したことから、売上高は24億７千５百万円（前年同期比48.5％減）となりました。
　
＜不動産賃貸・その他＞

不動産賃貸事業は概ね順調に推移しており、売上高は１億７千２百万円（前年同期比2.1％減）となりました。

　

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は105億５千４百万円（前年同期比35.8％減）、営業利益は18億９千１百

万円（同39.8％減）、経常利益は19億５千１百万円(同38.8％減)、四半期純利益は12億４千５百万円（同33.6％減）と、第

１四半期といたしましては高水準の業績となりましたが、前年同期比では減収減益となりました。　

　

（２）財政状態に関する分析

　当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、前連結会計年度末と比較して、総資産が49億１千４百万円増加し、423億７千

３百万円となりました。

　これは主として、売上債権が増加したことや保有上場株式の含み益が増加したことなどによるものです。

負債は、未払法人税等が減少した一方で、仕入債務や繰延税金負債の増加などがあり、前連結会計年度末と比べ19億８千

３百万円増加し、149億１千４百万円となりました。

　純資産は、利益剰余金の増加や保有上場株式の含み益の増加などがあり、前連結会計年度末と比べ29億３千１百万円増加

し、274億５千８百万円となりました。

この結果、自己資本比率は64.8％となりました。

　　

（３）事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに

生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法施

行規則第118条第３号に掲げる事項）は以下のとおりであります。
　
Ⅰ　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者について、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・

向上に資する者が望ましく、また、最終的には株主の皆様の意思に基づき決定されるべきであると考えておりますの

で、十分な時間や情報を提供せずに当社株式の大規模な買付行為や買付提案を行う者等、株主共同の利益を毀損する

者に関しては、その支配する者として適切ではないと判断します。
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Ⅱ　基本方針の実現に資する取組み

　当社グループは創業時からうけつがれた「社会の安全、生活文化の向上に貢献する企業」を基本理念とし、総合防災

事業とリネンの総合事業という２つの価値ある事業を磨き上げるべく、平成23年度よりスタートさせた中期経営計画

「帝国繊維（テイセン）2013」では、「社会にかけがえのない企業をめざして」

　　１．価値ある事業を更に磨き上げる

　　　　・我々のMission ：総合防災事業の深化・充実・拡大

　　　　・我々のHeritage :“リネンの帝国繊維”を市場に確立する

　　２．高い目標を掲げ、マーケット対策の徹底を期す

　　　　・消防防災の主要４事業分野でトッププレーヤーの地位を確立する

　　　　・民需防災事業を確たる営業基盤に育て上げる

　　　　・先端的防災分野への広範な参画を実現する

　　　　・新たに予測される社会リスクへの十全な対応を用意する　

　　　　・リネンの帝国繊維を市場に確立する　

　　３．収益力の持続的強化を目指す

ことを目標に、グループ一丸となって取り組んでまいります。
　
Ⅲ　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

　　取組み

　以上の基本方針に照らしそのような不適切な者によって当社の方針決定が支配されることを防止すべく、株主の皆

様が適切な判断をするために必要かつ十分な情報や時間を確保すること等を目的として、当社は、平成23年3月30日開

催の第85期定時株主総会におけるご承認を受け、当社株式の大規模買付行為（議決権割合が20％以上となる当社株券

等の買付行為）に関する対応方針（以下「本対応方針」といいます。）を定め、また、本対応方針の運用に関わり、大

規模買付行為を行う際の情報提供等に関するルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を定めております。

　大規模買付ルールの内容は、大規模買付者による必要かつ十分な情報（大規模買付者の概要や大規模買付行為の目

的、買付後の経営方針等の情報であり、株主の皆様の判断に必要と認める場合に公表することがあります。）提供に基

づき、また、社外監査役等により構成される当社から独立した特別委員会の勧告を踏まえて、当社取締役会が大規模買

付行為を評価検討するというものです。

　当社は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守せず、かつ、当社の企業価値や株主共同の利益を確保するために必

要な場合や、大規模買付ルールは遵守されるものの、当社の企業価値や株主共同の利益を著しく損なうと判断する場

合（大規模買付者がいわゆるグリーンメーラーである場合等）には、特別委員会の勧告を受けた上で、当社新株予約

権の無償割当て（効果を勘案して行使期間や行使条件、取得条項を設けることがあります。）を含む相当な対抗措置

を発動することがあり、発動を決定した場合には、適用ある法令・金融商品取引所規則等に従い適時適切な開示を行

います。

　なお、本対応方針は、平成26年３月開催予定の定時株主総会の終結の時又は当社の定時株主総会若しくは取締役会に

おいて廃止する旨の決議が行われる時まで有効とし、また、本対応方針の継続には定時株主総会の承認を得ることと

しております。
　
Ⅳ　対抗措置が基本方針に沿うものであり、当社の株主の共同の利益を損なうものではなく、当社の会社役員の

　　地位の維持を目的とするものではないこと

　１．買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

　本対応方針は、経済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日に発表した報告書「近時の諸環境の変

化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容を検討した上で作成したものであり、経済産業省及び法務省が平成17年５

月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則

を充足しています。

　２．対抗措置の客観的発動条件の設定

　当社の大規模買付行為に対する対抗措置は、特別委員会の勧告を受けるほか、あらかじめ定められた合理的客観的発

動条件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための

仕組みを確保しております。

　３．株主意思の重視

　大規模買付ルールの制定につきましては、当社は、株主総会にて株主の皆様のご承認をいただくことで、株主の皆様

のご意向が反映されるものとなっております。また、その後の大規模買付ルールの継続につきましても、一定の期間ご

とに株主総会に議案を提出し、株主の皆様にお諮りする予定であります。
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　４．第三者専門家の意見の重視と情報開示

　当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、特別委員会に対し対抗措置の発動の是非について諮問し、特別委員会は、

この諮問に基づき、当社取締役会に対し対抗措置の発動の是非について勧告を行います。当社取締役会は、対抗措置を

発動するか否かの判断に際して、特別委員会の勧告を最大限尊重するものとします。

　また、当社取締役会は、特別委員会に対する諮問のほか、大規模買付者の提供する大規模買付情報に基づいて、外部専

門家の助言を得ながら、当該大規模買付者及び当該大規模買付行為の具体的内容並びに当該大規模買付行為が当社企

業価値及び当社株主共同の利益に与える影響を検討するものとします。

　当社取締役会の判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社の企業価値・株主共同

の利益に適うように本対応方針の透明な運営が行われる仕組みが確保されています。

　５．デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと

　本対応方針は、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により廃止することができるものとされ

ており、本対応方針は、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止でき

ない買収防衛策）ではありません。また、当社は期差任期制を採用していないため、スローハンド型買収防衛策（取締

役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する防衛策）でもありませ

ん。
　
　なお、以上の詳細につきましては当社ホームページ（http://www.teisen.co.jp/ir/uploads/20110215-e-news02.

pdf）をご参照ください。

　

（４）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は22百万円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 97,600,000

計 97,600,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成25年３月31日）

提出日
現在発行数（株）
（平成25年５月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 27,089,400 27,101,400東京証券取引所市場第一部 (注)１

計 27,089,400 27,101,400 － －

（注）１．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は1,000株であります。

２．「提出日現在発行数」欄には、平成25年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使に

より発行された株式数は含まれておりません。

　

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

  

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数㈱

発行済株式
総数残高㈱

資本金増減額
(千円)

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

平成25年１月１日～

平成25年３月31日 
－ 27,089,400－  1,373,364－  745,944

（注）平成25年４月１日から平成25年４月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が12,000株、資

本金及び資本準備金がそれぞれ3,444千円増加しております。

　

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。  
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（７）【議決権の状況】

当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認出来ないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成24年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

　 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　    939,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 25,948,000 25,948 －

単元未満株式 普通株式 　   202,400 － －

発行済株式総数 27,089,400 － －

総株主の議決権 － 25,948 －

  

  

②【自己株式等】

　 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

帝国繊維株式会社
東京都中央区日本橋

２－５－13
939,000 － 939,000 3.47

計 － 939,000 － 939,000 3.47

 

  

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年１月１日から平成

25年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年１月１日から平成25年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,239,999 7,353,912

受取手形及び売掛金 7,237,574 9,306,037

有価証券 3,499,854 3,999,702

商品及び製品 3,441,312 2,151,090

仕掛品 962,954 720,561

原材料及び貯蔵品 331,491 311,235

繰延税金資産 143,429 156,657

その他 154,644 247,432

貸倒引当金 △4,018 △3,636

流動資産合計 23,007,241 24,242,992

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,966,716 1,933,479

機械装置及び運搬具（純額） 306,578 293,388

工具、器具及び備品（純額） 64,725 89,367

土地 261,480 261,480

建設仮勘定 30,674 53,636

有形固定資産合計 2,630,175 2,631,351

無形固定資産

借地権 39,904 39,904

その他 96,550 90,342

無形固定資産合計 136,454 130,247

投資その他の資産

投資有価証券 11,526,210 15,220,050

繰延税金資産 25,001 25,478

その他 136,524 126,020

貸倒引当金 △3,056 △3,056

投資その他の資産合計 11,684,680 15,368,492

固定資産合計 14,451,309 18,130,091

資産合計 37,458,551 42,373,084
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,642,694 5,912,489

短期借入金 77,200 77,200

役員賞与引当金 75,000 18,000

賞与引当金 － 124,783

未払法人税等 1,594,883 689,495

その他 737,867 1,113,357

流動負債合計 7,127,646 7,935,326

固定負債

長期借入金 78,600 59,300

長期預り保証金 1,101,318 1,086,542

繰延税金負債 4,020,354 5,329,674

退職給付引当金 107,903 114,926

資産除去債務 59,957 59,647

長期未払金 435,700 329,230

固定負債合計 5,803,833 6,979,321

負債合計 12,931,480 14,914,647

純資産の部

株主資本

資本金 1,373,364 1,373,364

資本剰余金 747,735 747,735

利益剰余金 15,752,700 16,344,098

自己株式 △370,748 △370,945

株主資本合計 17,503,050 18,094,252

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7,004,745 9,385,871

繰延ヘッジ損益 19,274 △21,687

その他の包括利益累計額合計 7,024,020 9,364,184

純資産合計 24,527,071 27,458,436

負債純資産合計 37,458,551 42,373,084
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高 16,438,987 10,554,837

売上原価 12,460,587 7,826,724

売上総利益 3,978,400 2,728,112

販売費及び一般管理費 833,107 836,127

営業利益 3,145,292 1,891,985

営業外収益

受取利息 434 2,751

受取配当金 38,237 48,399

その他 5,290 11,393

営業外収益合計 43,961 62,543

営業外費用

支払利息 1,791 1,322

持分法による投資損失 1,006 795

その他 1 1,225

営業外費用合計 2,799 3,343

経常利益 3,186,454 1,951,185

特別損失

固定資産処分損 3,962 971

ゴルフ会員権評価損 3,699 －

特別損失合計 7,662 971

税金等調整前四半期純利益 3,178,792 1,950,213

法人税、住民税及び事業税 1,371,590 697,834

法人税等調整額 △67,911 7,223

法人税等合計 1,303,678 705,057

少数株主損益調整前四半期純利益 1,875,114 1,245,156

四半期純利益 1,875,114 1,245,156
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,875,114 1,245,156

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 482,170 2,381,125

繰延ヘッジ損益 21,842 △40,962

その他の包括利益合計 504,013 2,340,163

四半期包括利益 2,379,127 3,585,319

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,379,127 3,585,319
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　該当事項はありません。 

 

【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成25年１月１日以後に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによる当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微

であります。 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。 

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成24年１月１日　至平成24年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成25年１月１日　至平成25年３月31日）

当社グループの売上高は防災という事業の性格から、第２、第３四半期連結会計期間に比べ、第１、第４四半

期連結会計期間の売上高が増加する傾向にあり、それに伴い業績にも季節的変動があります。 

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年１月１日
至　平成25年３月31日）

減価償却費 84,322千円 75,211千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年１月１日　至　平成24年３月31日）

配当に関する事項

 　 配当金支払額

 
　　（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年３月29日

定時株主総会
普通株式 523,114 20平成23年12月31日平成24年３月30日利益剰余金

   　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年３月31日）

配当に関する事項

 　 配当金支払額

 
　　（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月28日

定時株主総会
普通株式 653,757 25平成24年12月31日平成25年３月29日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年１月１日　至　平成24年３月31日）　

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円）

 防災　 繊維　 不動産賃貸　 その他　 計　
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

売上高        

外部顧客への売上高 11,456,8354,806,329114,82860,99416,438,987 － 16,438,987

セグメント間の内部売上高又は振替高 62,05334,385 6,030 － 102,468△102,468 －

　計 11,518,8884,840,714120,85860,99416,541,456△102,468 16,438,987

セグメント利益又はセグメント損失

（△）
2,752,987554,61579,942 △4043,387,140△241,847 3,145,292

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△241,847千円には、セグメント間取引消去953千円、

各報告セグメントに配分していない全社費用△242,800千円が含まれております。全社費用は主に

報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益又はセグメント損失の合計と調整額の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と

一致しております。　

　　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年３月31日）　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円）

 防災　 繊維　 不動産賃貸　 その他　 計　
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

売上高        

外部顧客への売上高 7,907,0262,475,596115,07857,13510,554,837 － 10,554,837

セグメント間の内部売上高又は振替高 657 10,749 4,650 － 16,057△16,057 －

　計 7,907,6842,486,346119,72857,13510,570,894△16,057 10,554,837

セグメント利益 1,746,927304,81881,177 1,3902,134,312△242,327 1,891,985

（注）１．セグメント利益の調整額△242,327千円には、セグメント間取引消去8千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△242,336千円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益の合計と調整額の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

２．報告セグメントの変更等に関する事項　　

　会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成25年１月

１日以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更したため、報

告セグメントの減価償却方法を改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによるセグメント利益に与える影響は軽微であります。
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（金融商品関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。　

（有価証券関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。　

　

（デリバティブ取引関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。　

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年１月１日
至　平成25年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 71円69銭 47円62銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 1,875,114 1,245,156

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 1,875,114 1,245,156

普通株式の期中平均株式数（株） 26,155,672 26,150,128

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。 

 

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年５月14日

帝国繊維株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 布施木　孝叔　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 飯畑　史朗　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千足　幸男　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている帝国繊維株式会社

の平成25年１月１日から平成25年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年１月１日から平成

25年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年１月１日から平成25年３月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、帝国繊維株式会社及び連結子会社の平成25年３月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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